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使途基準運用指針の改訂にあたって

さいたま市議会では､平成 13年5月に ｢さいたま市議会政務調査費の交付に

関する条例｣を制定し､議員が調査研究を行 うために必要な経費の一部として､

会派に対 して政務調査費が交付されておりますD

平成 19年 8月には､使途の厳正な取り扱いを期することが重要であることか

ら､｢政務調査費の使途基準運営指針｣を作成 し､政務調査費の適正な支出と使

途の透明性の確保に努めており､また､政務調査費が条例に基づいて公平 ･公正

に使用されることを目的として､第三者機関による政務調査費の調査委託を行っ

ておりますO

近年､地方分権が推進され､地方議会における役割と責任は一層重要性を増し

ており､議会の政策形成機能や監視機能の強化が求められる中にあって､政務調

査費は議員の政策形成能力や審議能力の強化に必要不可欠なものとなっており

ますO

今回の条例改正では､収支報告書にすべての領収書等の写しの添付を義務付け､

これまで以上に政務調査費の透明性を高めるとともに､使途に対する議員の説明

責任を明確にしたところであり､それに伴い ｢政務調査費の運用指針｣の見直し

に向けた検討を進め､ここに改訂版を発行 したところでありますo

この改訂版は､条例改正に伴う記載内容の変更をはじめ､第三者機関から指摘

の多かった項目や､調査状況から抽出された注意点などを記載しており､実情に

沿った内容となっております｡

今後､政務調査費を執行するに当たりましては､この ｢政務調査費の使途基準

運用指針｣を活用し､これまで議会として-丸となって取り組んでいる ｢政務調

査費の使途の適正化かつ透明化｣を一層進め､調査研究活動による成果が､さい

たま市の更なる発展に寄与されることを心から願 うものでありますC

平成21年4月

さいたま市議会議長 音羽 健仁
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1政務調査費の概要

(1)政 務調査 費

政務調査費は､地方 自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 100条第 14項及び第 15項の

規定に基づき､さいたま市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として､

交付 され るものです｡

(2)根拠法令

政務調査費の交付に当たって､次の法律､条例及び規則が根拠 となっていますO

㊥地方 自治法 (第 100条第 14項及び第 15項)

第 100条

14 普通地方公共団体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の調査研究に資す

るため必要な経費の山部として､その議会における会派又は議員に対し､政務調査費を

交付することができるOこの場合において､当該政務調査費の交付の対象､額及び交付

の方法は､条例で定めなければならない0

15 前項の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は､条例の定めるところにより､当該

政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとするD

㊥ さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例 (以下 ｢条例｣)- (関係資料 39頁)

㊥ さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則 (以下 r規則｣)

- (関係資料 45頁)

(3)交付概要

(D交付対象 (条例第 2粂)

会派 (2人以上の議員で構成 され る会派で､会派結成の届出が受理 されたもの)

及び議員 (月額 として 14万円の額を選択 した会派に所属する議員及びいずれの

会派にも所属 しない議員 (以下 ｢交付対象議員｣))

②交付額 (条例第4条)

○会派 :月額34万円

又は

月額 14万円のうちから各会派が選択した額 × 会派所属議員数

(各月の初日に当該会派に所属する議員数)

○交付対象議員 :月額20万円

③請求方法 (条例第 7条)

会派の代表者及び交付対象議員は､各半期の最初の月の 7日までに､当該半期

分の政務調査費の交付を請求 しますO



④交付制約

政務調査費は､会派及び議員が行 う調査研究に資するため必要な経費の一部と

して交付されるものであり､支出に際 しては､条例で定める使途基準に従うこと

とされていますO調査研究活動以外の経費として支出することはできませんO

このため､市議会の権能としての議決権の行使等､公務としての議会活動 (本

会議 .委員会等)は政務調査活動には含まれませんが､公務としての議会活動に

いたるまでの調査研究活動は交付の対象となりますO

⑤その他

政務調査費の交付対象議員が､懲罰により出席停止の処分を受けた場合には､

その期間については､政務調査費を使用 した調査研究活動等についても自粛する

必要がありますO

また､改選時など選挙期間中 (告示 日から投票日まで)の調査研究活動につい

ては､選挙活動 と混同しやすく誤解を招きやすいため､政務調査費の使用を自粛

する必要があります｡



2 交付申請､収支･実績報告等の手続

<交付手続の荒れ>

根 拠 会派の代表者交付対象議員 議 長i 恒 備 考

ー会派の届出 条例3条 ○ ･会派を結成 したとき･異動があったとき
･解散 したとき

2 交付申請 条例5条 ○ ･交付を受けようとすると普 (年度当初)

政務調査費交付申請書

･申請 した事項に異動が生じ

たとき

(会派用一交付対象議員用)(様式第6号.第7号)

3 交付決定 条例6条 ○ ･申吏巨があ たときは 水村
DR つ ｣ ､二℃を決定し通知ウ

政坪調査費交付変更決定通知書(様式第9号) ･変更申請があったときは変更を決定し通知o

4 交付請求 条例7条 ○ ･各半期の最初の月 (4月 .ュo月)の7日までに当該半

期分の交付を請求O

5 交付 条例8条

6 収支報告 条例11粂 ○=i○写しを送付 ･各半期(9月.3月)終了後1月以内に報告o
改葬調査費収支報告書

必要に応≡ ･会派が解散したときは解散

規則3条 Lを添付 じて調査≡ した日から1月以内に報告o

7 実績報告 条例12条 ○ ･当該年度終了後 1月以内に報普ロ

政務調査費実績報告書
･会派が解散したときは解散

政務調査費決算書 (様式第l5号) した日から1月以内に報告ウ

8 交付額の確定 条例13条 ○ ･実績報告を受け､内容を審査 し適正と認めるときは､当該年度の交付額を確定し通知o

政務調査費交付額確定通知書(様式第18号)

9 返還 条例14条 ○･交付を受けた額に残余があるときは､それに相当する額を市に返還O



3 運用の基本指針

政務調査費の支出に当たっては､条例及び規則に基づいた､適正な取扱いをすること

が求められますが､会派や交付対象議員において使途基準の判断に差異が生 じないよう

にするためにも､その考え方の基本を示すことが重要にな ります｡

また､条例第 11条の規定に基づき､政務調査費の交付を受けた者は議長に対 し政務

調査費の収支報告をすることが義務付けられています｡会派及び交付対象議員は､政務

調査費の使途について､適正な支出と透明性の確保の観点から次の原則に沿って支出す

る必要があります｡

(1) 政務調査費支出の原則

① 政務調査(市の事務及び地方行財政に関する調査研究)目的であること｡

② 政務調査の必要性があることO

③ 政務調査に要 した金額や態様等に妥当性があること｡

④ 適正な手続がなされていることO

⑤ 支出についての説明ができるよう書類等が整備されていることO

(2)｢頁 殉
政務調査は､会派又は議員の自発的な意思に基づき行われるものであり､｢社

会通念上妥当な範囲のものであることJを前提とした上で､原則として調査研

究に要 した費用の実費に充当します｡

(3)L墜 痢
議員の活動は､議会活動､選挙活動､政党政治活動､後援会活動等と多彩で

あり､各々の活動を明確に区分することは困難ですO

このことから､活動に要 した費用の全額に政務調査費を充当することが､明

らかに不適切であると認められる場合は､活動の実態に応 じて費用を按分 し支

出することになります｡従って､全ての活動のうち政務調査活動に要した時間

の割合や､事務所等における専用面積の割合等に応 じて､対外的にも明確に説

明することのできるように費用の按分を行 うことが必要ですO

【事例】

人 件 費-被雇用者の就業時間数を記録 し､就業時間全体に占める政務

調査に係る従事時間に相当する賃金を支払 う｡

事 務 費-政務詞査に係る割合を､使用割合や業務量に応 じて按分するO

事務所費-原則として政務調査活動の事務所として専用するものに限るO

やむを得ずそれ以外の目的で事務所を兼用する場合は､政務

調査活動の実態や面積に応 じて按分する｡



(4日説明責任l
政務調査費を支出したときは､条例の規定により､会派の代表者及び交付対象

議員には議長に対する収支報告書の提出及び市長に対する実績報告書の提出が

義務付けられていますO

政務調査活動には､会派全体で統一して行 う調査のほか､複数の議員及び議員

個人による調査研究活動などがありますOいずれの場合でも､会派及び交付対象

議員は､政務調査費の使途に関して､透明性確保の観点から､市民に対する説明

責任を果たさなければなりませんo



4 共通事項

(1)領収書等について

① 領収書 (レシー ト､利用明細書､支払証明書を含む)は､｢領収書等貼付用紙｣

(参考様式第 1号)に貼付 し保管します｡

② 領収書等を添付 した ｢領収書等貼付用紙｣(参考様式第 1号)は項目ごとに取り

まとめて､｢使途項目別支出内訳表｣(参考様式第2号)に記載 します｡(支出日順

に 1件ずつ記載 します.)

③ 領収書の宛名は､議員交付の場合には､｢議員氏名 (0000)jとします｡会派

交付の場合には､｢会派名 (0000さいたま市議会議員団)｣又は ｢会派名及び議

員氏名 (0000さいたま市議会議員団 0000 (議員氏名))｣としますO

④ 領収書には､宛名､日付並びに品名及び内訳等 (単価､個数､人数等)を明記 し

ますO(｢お品代｣｢会議費｣｢書籍代｣｢印刷代｣等の簡素な記載は不可｡)

6) レシー トは､日付､内訳 (品名 ･個数)などの必要事項が記載されていれば､領

収書と同様に扱 うものとしますO(感熱紙のレシー トは､時間が経つと印字が薄く

なったり消えたりしてしまい､内容を確認することができなくなります.コピーを

とって保管 しておくことが必要ですO)

⑥ ATM (自動預払い機)を利用 し､振込みによる支払いを行った場合は､振込み

明細書を領収書に代わるものとして添付 します｡

⑦ ポイン ト還元サービスで付与されるポイン トについては､原則として利用を認めら

れません｡(家電量販店等､ポイント還元サービスを行っている店で物品を購入する場

合には､ポイン トカー ドや会員カー ド等は利用せず､現金で支払うこととしますD)

例外として､やむを得ずカー ドを利用する必要があり､徴収したレシー トにポイン

トが記載された場合には､支出金額からポイン ト分を差し引かなければなりません｡

(その金額を値引き分として現金換算し､額面の金額から減額する必要がありますO)

⑧ 費用を按分する場合は､各会派等の責任において按分割合を算出しますO各使途

項 目における按分割合は､｢領収書等貼付用紙｣(参考様式第 1号)の按分欄に記載

しますO

⑨ 額収書が発行されない場合は､｢政務調査費支払証明書｣(参考様式第 5号)に支

出の内容を記載することで領収書に代えますO費用を按分する場合は､按分割合を

備考欄に記載 します｡

政務調査費を支出した場合の単位としての ｢1件｣とは､支払った相手方からの

領収書の件数を基本とします｡

毎月の収入及び支出の状況を ｢使途項目別支出内訳表｣(参考様式第2号)及び

｢政務調査費出納簿集計表｣(参考様式第 3号)に記載 しますC
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(2)交通費等旅費について (調査研究費 ･会議研修費 ･広報広聴費からの支出を想定)

① 交通手段及び交通費 (鉄道運賃､航空運賃､船賃等)については､合理性及び経

済性 を考慮 します｡

② 旅費の支出に当たっては､｢さいたま市職員等の旅費に関する条例 ･同施行規則｣

に準 じますOただ し､日当の支出はできません｡

なお､調査研究のための視察等を急に取 りやめた場合に発生する旅費等のキャン

セル料については､やむを得ない場合 (急病､葬祭等)には支出することができま

す｡

(診 国内での交通費は､公共交通機関の利用を基本とした実費に充てることになりま

す.また､宿泊費等は1泊 (2食付) 16,500円を上限とした実費に充てるこ

とにな ります｡

④ 調査研究のための視察を行った場合や､会議の開催､研修会等に参加 した場合は､

｢政務調査活動記録票｣(参考様式第4号)に記載 し､行程 (交通手段)､交通費の

ほか､視察目的､会議や研修会等の内容がわかるようにします｡

なお､会派の所属議員数人が同じ研修や会議に出席する場合には､各々の交通手

段が異なる場合でも ｢政務調査活動記録票｣(参考様式第4号)に一括 して記載す

ることができますO(*会派交付分からの支出の場合に適用)

⑤ タクシー料金について

タクシーは､政務調査活動上必要がある場合に限 り､政務調査費から支出するこ

とができますが､使用する場合には以下の点に注意 します｡

○ 市内での利用は､原則認められませんo しかし､『特別の理由がある場合』に

限 り､タクシーを利用することができますO(特別な理由とは､天災､病気､け

が､障害､妊娠中などの場合)

○ 市外では､『合理的な理由』がある場合に限りタクシーを利用することができ

ますD(合理的な理由とは､他の交通機関が利用できない場所である場合や､時

間や経費等の面で合理的な理由がある場合｡)

なお､タクシーを利用した場合には､用務の目的､行き先､利用区間等を ｢政務調

査活動記録票｣(参考様式第4号)や領収書を貼付した ｢領収書等貼付用紙｣(参考

様式第 1号)の ｢余白｣に明記します｡(公共交通機関を利用しなかった理由について

も記載 しておくようにしますO)

(む 交通費の支払いの際に Suica等の電子マネーカー ドを使用 した場合､実費弁償の

原則か ら､使用 した分 (運賃利用分)のみ支出することができますO(チャージ代

としての入金総額の計上は認められません｡)

また､その際 Suica等の利用明細書の発行を受けなければならず､行き先及び目

的等の内訳を記載 しなければな りません｡

なお､カー ド利用等で領収書が発行 されない場合には､カー ド利用明細等を確認

して ｢政務調査活動記録票｣(参考様式第4号)に利用月日､利用区間､利用額 (運
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賃)､行き先及び目的等の内訳を記載することで領収書に代えることができます｡

(支出したことがわかる書類として､カ- ド利用明細書の写しを添付するようにし

ますQ)

⑦ 調査研究や会議･研修会等に参加するための交通手段として自家用車を利用 した

場‥合は､ガソリン代､有料道路通行料､駐車料金等及び移動に伴って生 じた経費に

ついて支出することができます｡ただし､自家用車を政務調査以外の目的でも使用

している場合には､走行距離等に基づきガソリン代等を按分する必要があります.

(注 :車検代､保険料､自動車税等､自家用車の維持管理に要する費用は支出する

ことはできません｡)

なお､ETCを利用 した場合は､利用区間分の料金 (実費分)のみ支出すること

ができます｡その場合には､利用料金の確認のため､利用明細書を確認 して､｢政

務調査活動記録票｣(参考様式第4号)に利用月日､利用区間､通行料及び内容の

補足として､行き先及び目的を記載 します｡(支出したことがわかる書類 として､

利用明細書の写しを添付するようにしますO)

(3)備品の取扱いについて (事務用機器 .備品の購入 ･リース物品など)

(丑 事務所に設置する備品等とは､事務所としての要件 (形態 ･機能)を備えるため

に､最低限必要とされるものですOしたがって､政務調査活動に直接的に必要性が

あると認められるものであれば､政務調査費から支出することができますO

なお､事務所に設置する空調機器等､事務所の運営のために必要なものとして妥

当な備品は､政務調査費から支出することができます｡

② 備品とは､購入価格が2万円以上の物品です｡

③ 備品は原則 リースすることとします (主にコピー機､パソコン等)が､合理性 ･

経済性がある場合は購入することも可能ですo

④ 備品のリース期間は､原則 『任期の末日』までとします｡

⑤ リース契約の途中解約により発生する違約金は､本人の負担となり､政務調査費

から支出することはできません.

⑥ 購入できる備品は､原則として議員の任期終了時 (改選時)までに耐用年数が終

了する物品としますO

また､任期終了時又は会派解散時に備品の耐用年数が終了していない場合には､

残 りの耐用年数に相当する分の価額を不用額 として市に返還することとします｡

さらに､返還額は､｢政務調査費収支報告書｣(規則様式第 12号 ･第 13号)の

支出の部の該当項目に､マイナス分として計上することになりますO

返還額の算出については､次の例によりますo



【返還額の算出方法】

例)① 平成 19年 12月 1日に複写機を12万円で購入

(卦 耐用年数は､5年

③ 任期満7時 (平成 23年4月 30日)までの在職月数は､41ケ月

〔算出方法 (月割 り)〕

･12ケ月×5年-60ケ月

｡120,000円÷60ケ月-2,000円 ※ 1ケ月相当分

･2,000円×41ケ月-82,000円 ※任期終了時までの減価償却額

･120,000円-82,000円-38,000円 ※返還額

したがって､38,000円を平成 23年4月分の ｢政務調査費収支報告書｣

(規則様式第 12号 ･第 13号)の該当項目に､マイナス分として計上するO

⑦ 備品を購入 した場合は､備品台帳に必要事項を記載 し､備品シールを貼付 して管

理 します.

(会派で管理する備品と､議員個人で管理する備品それぞれについて､備品台帳

を整理 し保管 します｡)

⑧ 備品台帳に記載 した内容は､備品の耐用年数が終了しても､備品を処分するまで

は記載 しておく必要があります｡(処分 したときは､処分年月 日を記載 しますO)

⑨ 備品購入代及び リース代については､政務調査以外にも使用する場合には､使用

割合に応 じて按分する必要がありますO

⑳ 資産形成につながる可能性がある高額な備品の購入は､認められませんOまた､

政務調査活動に必要と認められない備品の購入もできませんQ(一例 としては､絵

画等の美術品 ･装飾品 ･冷蔵庫 .衣類等)

(4)年度をまた ぐ支払いについて

さいたま市では､現金主義を採用 しているため､請求月ではなく実際の支払いをした

時点で支出の処理をしますO(例外 :年度末の処理 として､3月 31日が休 日の場合な

どでやむなく4月 1日以降に支払いをした場合は3月分として処理をします.)

なお､口座振替などで支払われる電気料金 一電話料金などについては､料金明細や請

求書の日付ではなく､支払い月 (口座引き落とし月)で処理をしますO

*参考 (会計年度との関係について)

平成 17年 5月26日及び5月30日の名古屋地裁での判決では､｢地方自治法に規定さ

れる会計年度独立の原則は､会派等による政務調査費の執行には当然には適用されないもの

である｡また､前月に費用が発生し､翌月に請求されたり支払われたりしたような場合にお

ていますO



5 使途基準の指針

政務調査費さま､｢さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則｣の

別表で規定される使途基準の項目や内容に沿って､支出することとなります｡

ここでは､具体的な使途項目の内容､主な支出例及び考え方を記載 しましたの

で､実際の支出に当たっての参考としてください｡

(i)匡 蚕 室≡墓 室
市の事務及び地方行財政に関する調査研究に要する交通費､宿泊

費等の経費並びに調査研究の委託に要する経費

交通費 (鉄道運賃､航空運賃､バス運賃等)､レンタカー利用料

金､バス等借上料､宿泊費､外部団体-の調査委託費､資料作成

費

① 調査研究に係る交通費及び宿泊費については､｢共通事項｣

を参照すること｡

② 専門的知識を持ち､会派の調査研究を補助するために雇用す

る補助職員 (政務調査員)の視察経費については､支出するこ

とができる｡

③ 観光､レクリエーション等が含まれる視察旅費は､支出する

ことができない｡

④ 国外で調査研究等を行 う場合は､｢さいたま市議会議員派遣

要綱｣に準 じ､事前に議長に対 し､渡航先､調査研究のテーマ､

視察の行程､経費等を記載 した ｢実施計画書｣を提出するO

⑤ 政務調査費による視察の前後に､それ以外の目的で行 う視察

や議員活動等が組み合わさるような場合には､視察の行程を調

査研究の視察とそれ以外の活動に明確に区分 し､政務調査に該

当する部分についてのみ支出することができるO

⑥ 調査研究のための視察等を急に取 りやめた場合に発生する

旅費等のキャンセル料については､やむを得ない場合 (急病､

葬祭等)に限 り支出することができるO

⑦ 調査研究に必要な資料や報告書等の作成に係る経費 (印刷製

本費､用紙購入費､コピー料金等)について､支出することが

できる｡ただし､報告書等の内容に､調査研究に係る部分と､

議員個人の活動､政党活動､広報 ･広聴活動等の部分が混在す

る場合は､掲載面積の割合等で費用を按分する｡

⑧印刷製本を行った場合は､何を何部作成 したかわかるように､

領収書のただし書に印刷物名と作成部数を記入 してもらう｡
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⑨外部委託により調査を行った場合には､具体的な調査の内容を

記載 した調査委託契約書等の関係書類を作成 し保管するO

(2)匡…重責
調査研究を補助する職員の雇用に要する給料､賃金､交通費等の

経費

給料､賃金､交通費､各種手当､社会保険料､人材派遣委託料

① 交通費については､｢共通事項｣を参照すること｡

(卦 補助職員を雇用する場合は､補助職員の氏名､雇用期間等を

記載 した ｢職員雇用台帳J(参考様式第 7号)､｢雇用契約書｣(参

考様式第 8号)及び給与台帳 (源泉徴収簿又は賃金台帳)並び

に勤務実態が分かる書類 (出勤簿等)を作成 し､保存するO

③ 配偶者や扶養親族等､生計を一にする親族を補助職員として

雇用することはできない｡

④ 補助職員が調査研究補助以外の業務 (政党活動､後援会活動

等の事務)を兼務 している場合には､政務調査活動に要 した時

間の実数で支出し､按分は しないO

なお､会派の調査研究の補助業務に専ら従事する職員につい

ては､議長に ｢政務調査員届出書｣を提出し､政務調査員証の

交付を受ける必要がある｡

内 容 調査研究に資する会議､研修会､講演会等の実施及び参加に要する経費

主 な 会場使用料､機材借上料､講師謝礼金､茶菓 .飲料代 .弁当代､講演会参加費 (入場料､受講料､テキス ト代等)､資料作成費､

支出例 他団体主催研修会等の出席負担金又は会費､研修会 .講演会-参

ll



① 会議 ･研修等に係る交通費及び宿泊費については､共通事項

を参照することO

② 会議 ･研修会等の主目的が調査研究に資するものである場合

は､必要となる経費を支出することができるO

なお､会議終了後の懇談会 ･意見交換会等の会費は､会議 ･

研修会等との-一体性 (連続性)が諾.められる場合で､その金額

が社会通念上妥当な範囲である場合に限 り支出することがで

きるOただ し､飲酒代については､どのような理由があっても､

政務調査費から支出することはできないO

③ 会派又は議員が､調査研究のために開催する会議等に付随す

る飲食代については､茶菓 ･飲料代 (500円)､弁当代 (朝 ･

昼食 1,100円以内､夕食 2,200円以内)を一人当た りの

上限とする｡ただ し､弁当代については議員個人の主催する会

議の場合､夕食相当分のみを支出できることとし､朝 ･昼食相

当分については､会派の主催する会議等に付随する場合に限 り

支出することができる｡

なお､飲食等の提供は､公職選挙法の寄付の禁止規定に抵触

する場合がある｡

④ 飲食を主目的とする会議 ･研修会､会派や議員間で行 う私的

な懇談会や親睦目的の会合等に要する経費は､支出することが

できないO

⑤ 各種団体等の会費については､その団体の実態や活動内容が

調査研究に資す るものである場合には支出す ることができる

が､一般の地域住民として又は経営者としてなど､個人的な資

格で加入 している団体 (自治会､pTA､商工会等)の会費に

ついては､支出することができないO

⑥ 大学 ･セ ミナー ･専門学校等の学費 ･受講料の取扱いについ

て､会派の代表者からの命令による受講の場合や､受講後に勉

強会を開催 し､会派等の調査研究活動に内容や成果を反映する

目的がある場合には､受講に係る費用を按分 して支出すること

ができるC

また､個人で受講 ･参加する場合には､事前に議長に対 し受

講計画等 (講義等の概要､期間､必要経費等がわかるもの)を

提出 し､終了後には､受講の事実が分かる書類 (講義資料や受

講粟の写 し等)を作成 し､議長に対 し結果を報告する｡

なお､自己研鎌を目的とする場合は支出することができないo

⑦ 会議や研修会で使用する資料等の印刷製本を行った場合は､

何を何部作成 したかわかるように､領収書の但 し書に印刷物名

と作成部数を記入 してもらうO
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(4)師 購 入 費蔓
調査研究のために必要な資料 (書籍､新聞､雑誌等)の購入及び

購読に要する経費

書籍等購入費､cD･DVD等記録資料､法規類の追録等､新聞 ･
雑誌等購読料等

① 購入できる資料等は調査研究に関するものに限 られ､調査研

究に関係のない書籍､適刊誌､雑誌等､自己啓発 目的の書籍等

の購入費については支出することができないOまた､同-書籍

を購入する場合は､必要最低限の部数とするO

② 自宅で購読 している新聞等の購読料については支出するこ

とができないO

なお､事務所用 として新聞等を購読する場合には､購読料を

支出することができるが､購読できる部数は､必要最低限とす

るQ(調査研究に関係のないスポーツ新聞等の購読料は支出す

ることができない｡)

③ 政党政治に関する出版物は､調査研究のために必要がある場

合に限 り､必要最低限の部数を購入することができるO(*参

考)

④ 領収書には､購入 した資料の内容 (書籍名等)を記載 しても

らうO

なお､領収書の代わりにレシー トを添付する場合でも､内容

がわかるように資料名等を添え書きするo

*参考 政党の発行する新聞雑誌等の購読料について

(平成 16年 9月 15日京都地裁の判決より)当該会派と関係のあ

る政党の出版物を購読することが､その政党を経済的に支援 し､ま

た､政党の方針及び意向を学習するとの側面があるとしても､その

ことから直ちに､本件使途基準にいう ｢政党活動｣に当たるとはい

えない｡

広 報 ･広 聴 費

議会活動及び市政に関す る政策等を市民に周知する広報活動並

びに市民からの要望､意見等を聴取するための広聴活動に要する

経費

ユ3



広報紙の印刷費､作成委託費､ホームページ作成 ･維持管理費､

発送料､配付手数料､写真現像 ･焼付け代等､広報 ･広聴活動に

伴 う交通費､会場使用料､機材借上料､駐車場料金､茶菓代

① 広報 ･広聴活動に係る交通費については､共通事項を参照す

ること｡

② 広報紙の表紙には､発行元としてさいたま市議会名､会派名

又は議員名を記載するO

③ 広報紙の作成やホ-ムページの運営について､それが議員の

調査研究活動や議会活動､市の政策等を市民に対して報告する

ためのものである場合や､市民の意見を議会活動に反映するこ

とを目的としている場合には､作成､維持管理等に係る経費を

政務調査費から支出することができるOただし､掲載内容に､

後援会活動及び政党活動等に関する記述や､議員の経歴などの

議員個人に関する記述がある場合には､掲載面積の割合等で按

分する必要がある｡(明確に区分できない場合も按分する必要

があるO)

④ 広報紙やホームページの内容に､｢他会派(議員)の一般質問

の内容｣及び ｢定例会の議案｣等の記述を掲載することができ

るが､広報 ･広聴の趣旨から､誹誘中傷等の内容を含むものは

掲載することができないO

⑤ 政党の宣伝活動に供するポスター､パンフレット等や､後援

会の広報紙､ビラ等の作成､印刷及び発送などに要する費用は､

支出することができないO

⑥ 名刺印刷 ･作成代は交際費的な経費との区分が困難なため､

政務調査費から支出することできないO

⑦ 広報紙等の発行､発送料等の領収書には､送付物の内容 ｡発

送部数がわかるように記載 してもらうO

⑧ 広報 ･広聴活動に係る交通費 ･燃料費については､行き先及

び目的等の内容を ｢領収書等貼付用紙｣I(参考様式第 1号)の

余白に記載すること｡

⑨ 広聴を目的とした会議や市民相談会､意見交換会等を開催 し

た場合に提供する飲料代については､｢(3)会議研修費｣での

取扱いに準ずるO茶菓 ･飲料代 (500円)､弁当代 (朝 ･昼

食代 1,100円以内､夕食代2,200円以内)を-人当たり

の上限とするOただし､朝 ･昼食相当分の弁当代については会

派主催の会議等に限る｡

なお､飲食などの提供は､公職選挙法の寄付の禁止規定に抵

触する場合がある｡
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･5):事-発頭

内 容 調査研究のために必要な通信費､事務用消耗品及び備品の購入費
等の経費

主 な支出例 文具 .OA用紙等の事務用消耗品購入費､パ ソコンソフ ト購入費､

切手等郵便料､電話 .FAX等通信費､プロバイダー料､物品修

繕 .保守点検代､写真現像 .焼付代､コピー機等の リース料 .維

持管理費

考え方 ① 事務費で購入する備品等の取扱いについては､共通事項を参

照することO

(塾 事務所で使用す る電話等の通話料､FAX回線使用料､プロ

バイダー料､コピー機等の機器 リース料等については事務費か

ら支出するO

-なお､自宅の一部を事務所 として利用 している場合や､調査

研究活動以外の目的 (後援会事務所等の兼用)で使用 している

場合は､使用割合により該当する経費を按分する◇

③ 茶菓代については､政務調査費の性質上事務費から支出する

ことは不適切であるO

④ 切手やはがきなどをまとめて購入する場合には､購入の目的

･取扱い や用途を ｢領収書等貼付用紙J(参考様式 1号)に記載するo

なお､郵送に使用する切手等の購入枚数は､必要最低限とす

るO

(参考)切手等には換金性があり､大量に購入し保有する行為が資

金を留保 しているとの見方をされる恐れがあるO また､政務調査費

の支出における ｢実費弁償の原則｣の観点からも､このような行為

は不適切であると考えられる,

⑤ 家電量販店等､ポイン ト還元サー ビスを行っている店で物品

を購入する場合には､ポイン トカー ドや会員カ- ド等は利用せ

(7)軒 務 所 費ぎ
調査研究のために必要な事務所及び附帯施設 ･設備の賃借料､維

持管理等に要する経費等
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主 ナ 事務所及び附帯施設 .設備の賃借料､維持管理費 (清掃委託費 .

ま支出例 警備委託費 .修繕費等)､光熱水費､保険料等

考え方･取扱い ① ′事務所 とは､調査研究の活動拠点として利用されている場所

で､次の要件をいずれも備えていることとするO

･事務所としての形態を有 していることo

･事務所 としての機能(事務所スペ一一ス､応接スペース､備品

等)を有していること○

･ 事務所を賃借する場合は､議員個人が契約者となることo

【事務所形態による賃借料の支出基準】

賃偲料 維持管理費光熱水費

自宅の一部及び自宅敷地内の建物を事務所とする(第三者所有を除く) × ○

自己所有及び生計を一にする者が所有する建物を事務所とする × (⊃

自己の会社及び生計を一にする者の会社を事務所とする × ○

第三者の所有する建物を事務所とする ○ ○

※ 維持管理費-清掃委託費 .響備委託費 .修繕費(′ト規模修繕)等

※ 会社-実質的に自己又は生計を一にする者が､株式又は出資の

50%以上を所有する会社 (実質的な経営者)

※ 生計を一にする者が所有する建物を事務所として使用する場合

には､使用貸借契約書を作成する必要がある○

② 会派又は議員が事務所を設置した場合は､事務所名､所在地､

床面積､利用状況､按分割合等を記載 した ｢事務所台帳｣(参考

様式第 6号)を作成 し､保管するOその他､事務所の見取図､

内部及び外観の写真､(賃借する場合には)賃貸借契約書等につ

いても整理 し､保管しておく必要があるO
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以外の目的 (政党支部事務所 ･後援会事務所その他の持体の事

務所等)でも使用する場合には､事務所費を執務スペースの占

める面積､使用頻度等の実態に応 じて按分する｡

なお､按分割合の上限は家賃の全体額の(賃借の場合も含む)

の50%とする｡

④ 自宅及び自宅敷地内の建物や､自分及び生計を一にする者の

所有する塵物や会社を事務所とする場合の賃借料については､

支出することができないOただし､このような事務所の場合で

も光熱水費､維持管理費等については､使用実態に応 じ按分し

て支出することができる｡(按分割合の上限は50%とするO)

⑤ 事務所に附随する駐車場の賃借料については､調査研究を目

的とするもの又は来客用であれば支出できる｡

⑥ 事務所の維持管理に必要な修繕に係る支出は､最小限かつ小

規模なものに限る｡建物の改築等大規模な修繕は､私的な資産

形成につながる可能性が高いため､政務調査費から支出するこ

とはできないO

⑦ 事務所等の賃借契約に係る敷金は､保証金的及び修繕の補て

ん的意味合いがあり､契約時に一時的に支払い､契約解除時に

返還されるものであるQ しかし､政務調査費は単年度決算であ

るため､契約年度と異なる年度に契約を解除した場合に敷金の

精算が不明瞭となることが考えられるOこのため､契約当初に

は敷金を計上せず､契約解除時に事務所の維持管理費として必

要な金額を政務調査費から支出する.
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6 その他

<政務調査費に該当しない経費>

項 目 具 体 例

交 際 費 的 経 費 祝金､香典､寸志等の冠婚葬祭や祝賀会-の出席に要す

る経費､見舞金､せん別､中元､歳暮､祝電 .弔電等の

儀礼に要する経費､名刺の印刷､年賀状 (はがき)の購

入､パーティ券購入等に要する経費

飲 食 費 飲食を主目的 とする会議出席費用､各種団体等の会食の

みの出席費用†懇親会の会費等

政党及び政治団体活動経費 党費､党大会賛助金､党大会参加費､党大会参加旅費､

政党及び政治団体活動の経費､政党の広報紙やパンフレ

ツト等の印刷 .発送経費､政党組織の事務所設置及び維

持管理に要する経費

選 挙 活 動 経 費 選挙運動及び選挙活動に要する経費､選挙用のボスタ

- .ビラ等の作成.印刷経費､選挙活動に掛かる事務所

設置に要する経費 (人件費を含むO)､各種選挙時の各種

団体-の支援依頼等に要する経費

後 援 会活動経費 後援会の会費､後援会の広報紙やパンフレット等の.秤

刷 .発送経費､後援会事務所の設置及び維持管理に要す

る経費 (人件費を含む)､後援会主催行事に要する経費

そ の 他 条例の趣旨に合致 しない経費､公職選挙法等の法令の規

定に抵触する経費､車検代等の自動車の維持管理経費､
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7 参考様式(経理帳票)

(1)領収書等貼付用紙 (参考様式第 1号)

(2)使途項目別支出内訳表 (参考様式第2号)

(3)政務調査費出納簿集計表 (参考様式第3号)

(4)政務調査活動記録票 (参考様式第4号)

(5)政務調査費支払証明書 (参考様式第5号)

(6)事務所台帳 (参考様式第6号)

(7)職員雇用台帳 (参考様式第7号)

(8)雇用契約書 (参考様式第8号)
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参考様式第 1号

(按分の 有 ･無 )

A 按分しない

この領収書の金額

B 按分した

領 収 書 等 貼 付 鋼 線



参考様式第 1号

領 収 書 等 貼 付 用 紙

(領収亀 娃重ならないように貼付すること｡)

納 品 書
(領収苔)

株式会社0000
さいたま市浦和区00000
TELOO0-0000
伝票番号 x A x x x x

200)l年5月♯80000
金会員 様

L,4flラー
29L @108 ¥3,024

(内ガソリン税 @800 ¥0.000)

合計 ¥3,024

このような貼り方は不可｡
1枚ずつ分けて貼ること｡

納 品 書
(領収書)

株式会社0000
さいたま市浦和区00000
TELOO0-0000
位宗番号×xxxxx

200+年5月**日0000
現金会長 様

I/東ユラ-
32L @108 ¥ 3 456

(内ガソリン我 @000 ¥0,000)

合計 ¥3.456

｣ゝ 宛名 (3件 とも同 じ)

(按分唾 ) ･ 無 )
A 按分しない

この領収書の金軽

監記A例題

納 品 書
(領収書)

有限会社0000
さいたま市南区00000
TELOOO_〇〇〇〇
伝票番号xメxメxx

200*年5月**E]0000
現金会員 様

L'4flラ-
2eL @105 ¥2940

(内ガソリン税 @OOO ¥0.000)

合計 ¥2.940

｢0000 (議員名)｣ あて
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参考様式第 1号

領 収 書 等 貼 付 用 紙

l領収書蛙盈ならないよう!_三貼付することo)

≡記入倒ヨ

(按分の 有 ･@ )
A 按分しない

支出内容について､誰が見ても分かるよう
､内容､使途目的や数量についても明確に記
すること｡ (rお品代jr会費jr印刷代｣
だけでは不可｡)

この領収書の金額

B 按分した
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参考様式第1号

領 収 書 等 貼 付 用 紙

i題 収 書 は重ならないように貼付することJ

(按分の毎 )8無 )
A 按分しない

この領 収 書 の金 額

B 按 分 した

【記入剰3

使途目的等､但杏きに追加する事項については､盟収
量豊盗度用組の余白に紀鼓することO
(領収藩には直接繍記しない_こと｡)

(例1事務兼)
但審きに､r封筒300枚｣と記載されている場合､
余白に､r市政に関するアンケートの返信用封筒として
使用｣等､補記する｡

(例2:調査研究費)
但審きに､r調査視察旅費としてJと紀戟されている場
合､余白にrO月0日-0月OEI00市調査旅費J
等､補記するO
(注)視察等の場合は政務調査活動記録異を別途作成
する必要がある｡
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参考様式第2号

使 途 項 目 別 支 出 内 訳 表

( 月分) ( 年度)

使途項目 会派名又は議員Ef..名

支出日 支 出 内 容 支出額(円)(按分後) 領収書貼付用紙No, 備考(按分率など)

li

※ この書式は､規則別表に定める使途項目別に作成し､支出内訳を支出日順に1件ずつ記載してくださいO

※ 支出額は､按分後の額を記載してくださいO
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参考様式第2号 F:葺三三人}7与≦]j

使 途 項 目 別 支 出 内 訳 表

(8月分 ) ( 年度)

使途項目 広報.広聴費 会派名又 は議員 氏名 nnnn

支出日 支 出 内 容 支出額(円)(按分後) 領収書貼付用紙恥 備考(按分率など)

HOO.8.0 駐車場利用代 300 円 2

HOO.8tO 印刷代 市政レポ-トー2,000部 l50,000 円 8 費用稽分 60%

按分した場合l金額を記載し､Iその月に支出した内容 】 ､按分後の備考欄にはを､支出日腰に記載しま

す. 按分率を記載しますo

i

合 計 ー50,300 円

※ この書式は､規則別表に定める使途項目別に作成し､支出内訳を支出別 段に1件ずつ記載してくださいO

※ 支出纏は､按分後の額を記載してくださいO
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参考様式第 3号

政 務 調 査 費 出 納 簿 集 計 表

_会派名又は署名邑氏& _______________________Ⅶ
[ 年度] (単位 円)

項目区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 ー0月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

収 入 窺

利息.その他収入

調査研究費

人件糞

会議研修糞

資料購入費

広報,広聴費

ネ准

賓務所糞

合 計

累 計

残 額



参考様式L#J3号

政 務 調 査 費 出 納 簿 集 計 表

会派名 又 は親 展 氏 名

E記入飼主

[ 年度] (単梓 円)

項目区分 4月 5月 8月 7月 8月 9月 †o月 日月 12月 1月 2月 3月 合計深 耕紫粟. 下瀬恥 _-_

利息,その他収入 下期修正捗正するの愈横力格には､10金魚と､上期1入ります. 月から3月までの計上分で

上期捗正絹には､4月から9月分上で､修正する金城が入ります○支払いの発生した時点にさかのの修正は行わず､上期の最後に修正を行います. までの那-ぼって金銀奮とめて

開査研究究 上期計を罪出した鰍 こ計上凍走します.漏れが生じた場合に額は､変更不可)

人件費

会汝.研伊東

*やす入t

広報.広聴糞

事凍★

革務新党

合 計

累 計 J

残 額



参考様式第4号

政務調査活動記録票

使途項目 会派名又は議員氏名

'年 月 日

調査.視察場節

視察.会議等)概要目的.内容調査結果等 (視察参加者.視察の行程.成果等を記載すること○)

ヒ記活動に要した経費 支出内容 積算の内訳(支払先等) 支 払 額 JEL lコ

領収書番ち(参考様式弊1号)

円

円

円

円

円

円

円

円
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参考様式第4号

政務調査活動記録票

t':::lI,'､章 1

使途項目 合議研修費 会派名又は議員氏名

年 月 日 平成〇〇 年5月〇〇 日(○)から5月○○E】(○)まで

調査.視察場節 ○○市文化ホール,複合ビル〇〇〇 (訪問先の名称､自治体名､講義会場などを記載)

視察.会議等

(視 (記載例)

5月〇〇 日 ○○フォ-ラム出席
テーマ:○○改革の{=めの○○について

の姦要 ロ 5月○○ E3 地方議員のための○○セミナー出席(参加費無料)

目的.内容調査結果等 テーマ:△△△-の参副 ニついて
*詳細は別添報告書のとおり

!旅行会社等で主要な交通費を支払った場合は､領収書等貼付用紙で処理をしますO察参加者僻 の行程僻 等壷記斬 るこ一世=4 禦 oa,棚 表等を鮒 す

上記活動に要した経費 支出内容 積算の内訳( 払先等) )

支 払 額 領収書脊(夢考樗式弟 】

私鉄 ○山駅-/ロ□川駅 (往櫓) 820円 55

JR(在来線 ) ○山駅′-△原駅 (片道) 960円 .55

JR(在東線.新幹線) (櫓路)△原駅/-大官駅 8.700円. 55

○○市営パス △原駅Jt○○市役所 (月道) 120円 辛

宿泊費 △原バ-//ホテル 1泊2食付 12,000円 5と)

出席負寸旦企 て 10,000円フォ-ラム主催者宛 10,000円 5 7

･宿泊費や参加負担金等､別途 L ｢… 巴レ/

(備 考)領収書を徴することができなかった理由など V 又caが ほ､V 田 巨付 該当する領収書

き用紙で処理をし- 一 芸崇 禦
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参考様式第 5号

( 月分)

政 務 調 査 費 支 払 証 明 書

上記のとおり相違ないことを証明します｡

年 月 日

会派名

※ 政務調査費を按分した場合には､ ｢備考｣欄に按分割合を記載すること｡
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E記.入部3
参考様式第5弓

(5月分)

政 務 調 査 費 支 払 証 明 書

使途項目 会議研修費

支払年月日 支払先名称 使 途 及 び 内 容 支 払 額 領収書を徴することが 備 考
所諮三池 (具体的仁記載) できなかった二理由 等 (按わ割合等)

5月00Fl ○○市営バス ○○セミナー出席時△原駅～○○市役所のバス代(片道) 12(〕 円 路線バスのためて♪ (現金で清算したロ) 100%

5月〇〇日 〇〇〇研究会 〇〇〇研究会の発行する資料-購入費 700 円 ○○議員がまとめて支払ったo (佃別U)領収書がない) 100%

5月⊂)(⊃日 △△パ-キング ××地区で開催された市民フ*-ラム-出席した時の駐車場料金 (10時～12時02時間) 600 円 レシー トはあるが､表面の印字が消えてしまったためロ (レシー トは別紙に貼付o) 100%

5月〇〇日 JR東日本 (樵) 市民との意見交換会 (○○センター)出席時の電車代 .北与野駅から浦和駅まで (片追) 160 円 券売織で切符を購入した際に､自動発行できる簡収書を受け取らなかったためD 100%

【注】該当する支出の使途や内容について､具体的に記載してください○調査研究や金譲､研修等で､活動記録宗に経費の内訳を記戟した場合でも､領収番が発行されない支払い等が含まれる場合には､必ず支払証明昔に該当する支出の内訳を記載してください○

上記の とお り相違ないことを証明 します0

200*牛 5月 00日

会派支給の場合､代表
者の記名.押印が必要
になります｡

※ 政務調査費を按分した場合には､ ｢備考JE欄に按分割合を記載すること｡
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参考様式第 6号

事 務 所 台 帳

会派名又は議員氏名

管理責任者(議員名) 事務所名 所 在 地 延 べ面 積(m2) 兼 用 の 有 無 政務調査活動専用事務所として使用する割合個人的使用 後援会.政治活動事務所 会社等(関係団体)

電話 ( ) 有 .無 育 .無 有 t無 鶴

電話 ( ) 育 .無 育 .無 香 .無 鶴

電話 ( ) 育 ,無 有 8無 有 8無 鶴

電話 ( ) 有 .無 有 .無 有 .無 %

電話 ( ) 有 .無 育 .無 有 t無 %

電話 ( ) 育 .無 育 .無 有 .無 %



参考様式第6号

事 務 所 台 帳
会派名又は議員氏名

邑記ユ.i'-I.i･lj〕

管理責任者(議員名) 事務所名 所 在 地 延 べ面 積(trf) 兼 用 の 有 無 暮政務調査活動専用事務所として使用する割合
個人的使用 後援会.政治活動事務所 会社等(関係団体)

〇〇〇〇 市議会議員〇〇〇〇事務所 一後援会事務所 さいたま市浦和区〇〇 〇〇一〇〇電話 (048)8〇〇 一〇〇〇〇 40m1 - 辛 @ .無 i .@ 60%

J 育 .無 有 .無 育 .無 鶴

電話 ( ) 兼用の有無に関わらず､全ての床面積を記入しますoi

電話 ( ) 有 t無 育 .無 育 .無 鶴

電話 ( ) 育 .無 育 .無 育 .無 鶴

電話 ( ) 育 .無 育 .無 育 .無 鶴

電話 ( ) 有 t無 育 .無 育 .無 鶴



参考様式第7号

職 員 雇 用 台 帳

雇用取具氏名 業務 内容 住 所 生年月日 雇用期間 勤 務形 態 議員との関係 雇用(担当)議員名

電話 ( )携帯電話 年 月 日 常勤 . 非常勤週 日月 時間 ～

電話 ( )携帯電音舌 年 月 日 常 勤 . 非常勤週 日月 時間 】

電話 ( )携帯電結 年 月 日 常勤 . 非 常勤週 日月 時間

電砧 ( )携帯電話 年 月 日 常勤 . 非 楽勤週 白月 時間

電話 ( )携帯電話 年 月 日 常勤 . 非常勤週 日月 時間



参考様式第7号

職 員 雇 用 台 帳

監記A例3

会派名又は議員氏名 △△△△△

雇用織旦氏名 業務内容 住 所 生年月日 雇用期間 勤務形態 議員との関係 雇用(担当)諸員名

〇〇〇 〇⊂) さいたま市緑区〇〇 〇〇一〇〇フキ話 (048)8○○ -〇〇〇〇電話 S38年9月〇日 常勤 .車重多選 日月20時間 △△∠ゝ△△

後援会事務局の事や､政党に関係す務を行っている場は､賃金を勤務時の割合で按分するがあります凸 務 会派る業 専門いて ＼仙で政務調査事務にに携わる職員につ 年 月 日 常勤 .非常数過 日月 時間

ま､政務調査員のが必要Q

間等必要 届出 年 月 日 常勤 .非常数週 日月 時間電言舌 ( )携帯電話l

携帯電害毒 年 月 日 常勤 .非常勤週 日月 時間



参考様式第8号

雇 用 契 約 書

氏 名 ㊥ 生年朋 昌 年 月 日

下記の条件で雇用いたしますO

勤務場所

雇用期間

休 日

業務内容

勤務時間 午前 時 分 ～午後 時 分まで

休憩時間 午前 時 分 ～午後 時 分まで

給与(賃金) 円

交 通 費 円

本契約書は2通作成し､双方が各1通を保管するO

雇 用 者 会 派 名

年 月 日

代表者名または議員氏名

被雇用者 氏 名 ㊥
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参考様式第 8号

雇 用 契 約 書

二言きり溌棋

氏 名 〇 〇 〇 〇 〇 ㊥ 生年月日曾 45年12月｡｡日

住 所 〒337-〇〇〇〇
さいたま市見沼区00 00-00-〇〇〇

下記の条件で雇用いたしますO

勤務場所 さいたま市見沼区〇〇 〇〇一〇〇
さいたま市議会議員××××事務所

雇用期間 平成20年4月1日から平成20年 11月30日まで (予定)

休 日 土 .日 国民の祝日.年末年始 (12月29日から1月3日)

業務内容 調査研究の資料作成及び経理事務､調査補助業務

勤務時間 午前9時00分 ～ 午後4時00分まで

休憩時間 午前0時30分 ～ 午後 1時30分まで

給与(賃金) 900 円

交 通 費 440 円

本契約書は2通作成し､双方が各1通を保管する｡

雇 用 者 会 派 名

年 月 日

代表者名または議員氏名

被雇用者 氏 名
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8 関係資料

(1)さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例

(2)さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則
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(1)さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例

○ さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例

(平成21年3月30日)

さいたま市条例第19号

(趣旨)

第1条 この条例は､地方自治法 (昭和22年法律第67号)第100条第14項及

び第15項の規定に基づき､さいたま市議会の議員の調査研究に姿するため必要な

経費の一部として､議会における会派及び議員に対し交付する政務調査費に関し必

要な事項を定めるものとするO

(交付対象)

第2条 政務調査費は､議会における会派 (2人以上の議員で構成される会派で､次

条第 1項の規定による結成の届出が受理されたものをいうo以下 ｢会派｣という｡

)及び議員 (第4条第1項の規定により政務調査費の月額として14万円の額を選

択した会派に所属する議員及びいずれの会派にも所属しない議員に限るQ以下 ｢交

付対象議員｣という｡)に対し交付する｡

(会派の届出)

第3条 議員が会派を結成し､政務調査費の交付を受けようとするときは､その代表

者は､市長に対し会派の結成を届け出なければならないO届け出た事項に異動が生

じたときも､同様とする｡

2 会派を解散したときは､その代表者であった者は､市長に対し会派の解散を届け

出なければならない｡

(交付額等)

第4条 会派に対し交付する政務調査費の月額は､34万円又は14万円のうちから

各会派が選択した額に､各月の初日 (以下 ｢基準日｣というo)における当該会派

に所属する議員 (基準日に任期が満了し､辞職し､失職し､議会から除名され､若

しくは死亡し､又は所属する会派から脱会し､若しくは除名された議員を除く｡)

の数を乗 じて得た額とする｡

2 交付対象議員に対し交付する政務調査費は､基準日に交付対象議員である議員に
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対して交付するものとし､その月額は20万円とする0

3 基準日において議会が解散したときは､当該基準日の属する月分の政務調査費は

交付しない｡

4 基準日において会派が解散したとき､又は交付対象議員が交付対象議員でなくな

ったときは､当該基準日の属する月分の政務調査費は､当該解散した会派又は交付

対象議員であった者に対し交付しない0

5 月の中途において議員の任期満了､辞職､失職､議会からの除名若しくは死亡､

議員の所属会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合における政務

調査費の交付については､これらの事由が生じなかったものとみなす｡月の中途に

おいて会派が異動し､又は会派が解散したときも､同様とする｡

d 会派の所属議員数の計算については､同一の議員について重複して行 うことがで

きない｡

(交付申請)

第5条 政務調査費の交付を受けようとする会派の代表者及び交付対象議員は､市長

に対しその交付を申請しなければならない｡申請した事項に異動が生じたときも､

同様とする｡

(交付決定)

第6条 市長は､前条の規定による申請があったときは､政務調査費の交付を決定し､

当該申請をした会派の代表者及び交付対象議員に通知するo

(交付請求等)

第7条 前条の規定により交付の決定を受けた会派の代表者及び交付対象議員は､4

月から9月まで及び10月から翌年の3月までの各区分による期間 (以下 ｢半期｣

というo)ごとに､各半期の最初の月の7日 (その日が市の休日に当たるときは､

その日後において､その日に最も近い市の休日でない日)までに､市長に対し当該

半期に属する月数分の政務調査費の交付を請求するものとする｡ただし､-の半期

の中途において議員の任期が満了する場合には､任期が満了する目の属する月 (そ

の日が基準日であるときは､その日の属する月の前月)までの月数分の政務調査費

の交付を請求するものとする｡

2 一の半期の中途において新たに結成された会派の代表者又は新たに交付対象議員
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となった議員で､第5条の規定による交付の申請を行い､前条の規定による通知を

受けたものは､前項本文の規定にかかわらず､速やかに､市長に対し､当該会派が

結成された日又は当該議員が交付対象議員となった日の属する月の翌月 (これらの

日が基準日であるときは､当月)からこれらの目の属する半期の最後の月までの月

数分の政務調査費の交付を請求するものとする｡

3 -の半期の中途において会派の所属議員数に異動が生じたことにより､既に交付

を受けた政務調査費の額が異動後の所属議員数に基づいて算定した政務調査費の額

を下回るときは､第5条後段の規定により政務調査費の交付の申請を行った当該会

派の代表者は､第 1項本文の規定にかかわらず､速やかに､市長に対し､当該異動

が生じた日の属する月の翌月 (その日が基準日であるときは､当月)からその日の

属する半期の最後の月までの月数分の政務調査費 (既に交付を受けた政務調査費の

額と当該異動後の所属議員数に基づいて算定した政務調査費の額との差額に相当す

るものに限る｡)の交付を請求するものとする｡

(交付等)

第8条 市長は､前条各項の規定による請求があったときは､速やかに政務調査費を

交付する｡

2 -の半期の中途において議会が解散したときは､会派の代表者であった音叉は交

付対象議員であった者は､当該解散した日の属する月の翌月 (その日が基準日であ

るときは､当月)からその日の属する半期の最後の月までの月数分の政務調査費を､

速やかに市長に返還しなければならない｡

3 -の半期の中途において会派の所属議員数に異動が生じたことにより､既に交付

を受けた政務調査費の額が異動後の所属議員数に基づいて算定した政務調査費の額

を上回るとき､又は会派が解散したときは､当該会派の代表者は､当該異動が生じ

た日又は当該解散した日の属する月の翌月 (これらの日が基準日であるときは､当

月)からこれらの目の属する半期の最後の月までの月数分の政務調査費 (既に交付

を受けた政務調査費の額と当該異動後の所属議員数に基づいて算定した政務調査費

の額との差額又は会派の解散により政務調査費の交付を受けることができないこと

となる額に相当するものに限る｡)を､速やかに市長に返還しなければならない｡

4 -の半期の中途において交付対象議員が交付対象議員でなくなったときは､当該
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交付対象議員であった者 (その者が死亡した場合にあっては､その相続人その他の

-般継承人)は､当該交付対象議員でなくなった日の属する月の翌月 (その日が基

準日であるときは､当月)からその日の属する半期の最後の月までの月数分の政務

調査費を､速やかに市長に返還しなければならない｡

(使途基準)

第9条 会派及び交付対象議員は､政務調査費を規則で定める使途基準に従って使用

しなければならない｡

(経理責任者等)

第10条 政務調査費の交付を受けようとする会派は､政務調査費の経理を適正に行

うため､当該会派に所属する議員のうちから経理責任者を1人置かなければならな

い｡

2 政務調査費の交付を受けた交付対象議員は､政務調査費の経理を適正に行わなけ

ればならないQ

(収支報告)

第11条 政務調査費の交付を受けた会派の代表者及び交付対象議員は､規則で定め

るところにより､政務調査費に係る収入及び支出の報告書 (以下 ｢収支報告書｣と

いう｡)を作成し､当該支出に係る領収書その他の当該支出の事実を証する書類 (

以下 ｢領収書等｣という｡)の写しを当該収支報告書に添付し､これらを議長に提

出しなければならない｡

2 収支報告書及び領収書等の写し (以下 ｢収支報告書等｣という｡)は､各半期の

末日から1月以内に､提出しなければならない0

3 議長は､政務調査費の適正な運用を図るため､収支報告書等の提出があったとき

は､必要に応じ調査を行うものとする｡

4 議会が解散したときは､第2項の規定にかかわらず､会派の代表者であった者若

しくは経理責任者であった者又は交付対象議員であった者は､議長に対し､当該解

散した日から1月以内に (1月以内に議長が選挙されていないときは､議長が選挙

された後､速やかに)､収支報告書等を提出しなければならない｡

5 政務調査費の交付を受けた会派が解散したとき､又は交付対象議員が交付対象議

員でなくなったときは､第2項の規定にかかわらず､当該会派の代表者であった者
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若しくは経理責任者であった者又は当該交付対象議員であった者 (当該交付対象議

員であった者が死亡した場合にあっては､その相続人その他の-般継承人)は､当

該解散した日又は当該交付対象議員でなくなった日から1月以内に､議長に対し収

支報告書等を提出しなければならない｡

(実績報告)

第12条 政務調査費の交付を受けた会派の代表者及び交付対象議員は､当該年度が

終了した日から1月以内に､市長に対し政務調査費に係る実績を報告しなければな

らない0

2 前条第4項及び第5項の規定は､前項の規定による報告について準用する｡

(交付額の確定)

第13条 市長は､前条の規定による報告を受けたときは､その内容を審査し､適正

と認めるときは､当該年度における政務調査費の交付額を確定し､当該報告をした

会派の代表者及び交付対象議員に通知する｡

(返還)

第14条 政務調査費の交付を受けた会派の代表者及び交付対象議員は､当該年度に

おいて交付を受けた政務調査費の総額から前条の規定により確定された政務調査費

の額を控除して残余があるときは､当該残余の額に相当する額を､直ちに市長に返

還しなければならない｡

(収支報告書等の閲覧)

第15条 何人も､議長に対し､議長の定めるところにより､第11条の規定により

提出されている収支報告書等の閲覧を請求することができる｡

2 議長は､前項の規定による請求があったときは､非公開情報 (さいたま市情報公

開条例 (平成 13年さいたま市条例第17号)第7条に規定する非公開情報をいう｡

)が記録されている部分を除き､収支報告書等を閲覧に供するものとするo

(委任)

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は､規則で定める｡

附 則

(施行期日)

1 この条例は､平成21年4月 1日から施行する｡
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(経過措置)

2 この条例の規定は､この条例の施行の日以後に交付される政務調査費について適

用し､同目前に交付された政務調査費については､なお従前の例による｡

3 この条例の施行前にこの条例による改正前のさいたま市議会政務調査費の交付に

関する条例第3条第1項の規定により行われた会派の結成の届出 (届け出た事項に

異動が生じたことによる異動の届出があったときは､当該異動の届出を含む｡)は､

第3条第 1項の規定により行われた会派の結成の届出とみなす｡
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(2)さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則

○さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則

(平成21年3月30日)

さいたま市規則第 16号

(趣旨)

第1条 この規則は､さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例 (平成21年さ

いたま市条例第 19号｡以下 ｢条例｣という｡)の施行に関し必要な事項を定める

ものとする｡

(使途基準)

第2条 条例第9条に規定する規則で定める使途基準は､別表のとおりとする｡

(収支報告書等の写しの送付)

第3条 議長は､条例第11条第 1項､第4項又は第5項の規定により､同条第2項

に規定する収支報告書等を受領したときは､その写しを市長に送付するものとする｡

(会計帳簿等の整理及び保存)

第4条 経理責任者及び交付対象議員は､政務調査費の交付を受けるに当たっては､

政務調査費専用の預金口座を開設し､政務調査費の収入及び支出について会計帳簿

を調製し､条例第 11条第1項に規定する領収書等を整理しなければならない｡

2 経理責任者及び交付対象議員は､前項に規定する会計帳簿及び領収書等を､条例

第11条第2項､第4項又は第5項の規定による収支報告書等を提出すべき期間の

末日 (同条第4項の規定により議長が選挙された後に提出されたときは､当該提出

の日)から5年を経過する日まで保存しなければならない｡

(様式)

第5条 政務調査費の届出等に係る様式は､次の各号に掲げる区分に応じ､当該各号

に定めるとおりとする｡

(1)条例第3条第 1項前段の規定による届出 会派結成届 (様式第 1号)

(2) 条例第 3条第 1項後段の規定による届出 会派異動届 (様式第2号)
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(3)条例第3条第2項の規定による届出 会派解散届 (様式第3号)

(4) 条例第 5条前段の規定による会派の政務調査費の交付申請 政務調査費交付申

請書 (会派用) (様式第4号)

(5)条例第 5条前段の規定による交付対象議員の政務調査費の交付申請 政務調査

費交付申請書 (交付対象議員用) (様式第5号)

(6) 条例第5条後段の規定による会派の政務調査費の変更申請 政務調査費交付変

更申請書 (会派用) (様式第6号)

(7) 条例第 5条後段の規定による交付対象議員の政務調査費の変更中請 政務調査

費交付変更申請書 (交付対象議員用) (様式第7号)

(8) 条例第6条の規定による決定通知 政務調査費交付決定通知書 (様式第8号)

(9) 条例第6条の規定による変更決定通知 政務調査費交付変更決定通知書 (様式

第9号)

ao)条例第 7条の規定による会派の政務調査費の交付請求 政務調査費交付請求書

(会派用) (様式第 10号)

帥 条例第 7条第 1項及び第2項の規定による交付対象議員の政務調査費の交付請

求 政務調査費交付請求書 (交付対象議員用) (様式第11号)

82)条例第 11条第 1項に規定する会派の収支報告書 政務調査費収支報告書 (会

派用) (様式第 12号)

個 条例第 11条第 1項に規定する交付対象議員の収支報告書 政務調査費収支報

告書 (交付対象議員用) (様式第 13号)

84)条例第 12条第 1項 (同条第2項の規定により準用する場合を含むo次号にお

いて同じO)の規定による会派の政務調査費に係る実績の報告 政務調査費実績

報告書 (会派用) (様式第 14号)､政務調査費決算書 (様式第 15号)及び事

業成果書 (様式第 16号)

個 条例第 12条第 1項の規定による交付対象議員の政務調査費に係る実績の報告

政務調査費実績報告書 (交付対象議員用) (様式第17号)､政務調査費決算

書及び事業成果書

個 条例第 13条の規定による通知 政務調査費交付額確定通知書 (様式第18号

)
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(その他)

第6条 この規則に定めるもののほか､政務調査費の交付に関し必要な事項は､市長

が別に定めるO

附 則

(施行期日)

1 この規則は､平成21年4月1日から施行する｡

(経過措置)

2 この規則の規定は､この規則の施行の目以後に交付される政務調査費について適

用し､同日前に交付された政務調査費については､なお従前の例によるo
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別表 (第2条関係)

項目 内容

調査研究費 市の事務及び地方行財政に関する調査研究 (以下単に ｢調査

研究｣という□)に要する交通費､宿泊費等の経費並びに調査

研究の委託に要する経費

人件曹 調査研究を補助する職員の雇用に要する給料､賃金､交通費､

各種手当､社会保険料等の経費

会議研修費 調_査研究に資する会議､研修会､講演会等の実施及び参加に
要する経費

資料購入費 調査研究のために必要な書籍､新聞､雑誌等の資料の購入及

び購読に要する経費

広報 .広聴費 議会活動及び市政に関する政策等を市民に周知する広報活動

並びに市民からの要望､意見等を聴取するための広聴活動に要

する広報紙､報告書等の印刷費､ホームページ作成費､郵送料､

会場費等の経費

事務費 調査研究のために必要な通信費､事務用消耗品及び備品の購

入費等の経費

事務所費 調査研究のために必要な事務所及び附帯施設の賃借料､維持

備考 次に掲げる経費は､政務調査費に該当しないものとする｡

(1)せん別金､慶弔費､パーティー券等の購入に要する経費その他の交際費的

な経費

(2) 宴会費､懇親会費その他の飲食に要する経費であって､調査研究に資する

会議､研修会､講演会等を伴わないもの

(3) 党費､党大会賛助金､党大会参加費等の政党本来の活動に属する経費

(4) 前3号に掲げるもののほか､条例の趣旨に合致しない経費
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様式第1号 (第5条関係)

(あて先)さいたま市長

会派結成届

次のとおり会派の結成を届け出ます｡

年 月 日

会派の名称

代表者氏名 ⑳

会派の名称

結成年月日 所属議員数

代表者氏名 経理責任者氏名
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様式第2号 (第5条関係)

会派異動届

年 月 日

(あて先)さいたま市長

会派の名称

代表者氏名 ⑳

年 月 日付けで届け出た事項に異動が生じましたので､次のと

おり届け出ます｡

1 異動年月日

2 異動事項
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様式第3号 (第 5条関係)

(あて先)さいたま市長

会派解散届

会 派 の 名 称

代表者であった

者 の 氏 名

年 月 日

年 月 日をもって､

ので､届け出ます｡

◎

会派を解散しました
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様式第4号 (第5条関係)

政務調査費交付申請書 (会派用)

(あて先)さいたま市長

会派の名称

代表者氏名

政務調査費の交付を受けたいので､次のとおり申請します｡

1 所属議員数

2 申請額

3 算定基礎

･'卜 Ej rl

◎

人 ( 年 月 日現在)

円 ( 年 月～ 年 月分)
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様式第5号 (第5条関係)

政務調査費交付申請書 (交付対象議員用)

(あて先)さいたま市長

議員氏名

政務調査費の交付を受けたいので､次のとおり申請します｡

1 申請額

2 算定基礎

年 月 日

円 ( 年 月～ 年 月分)
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様式第6号 (第5条関係)

政務調査費交付変更申請書 (会派用)

年 月 日

(あて先)さいたま市長

会派の名称

代表者氏名 ◎

年 月 日付けで申請した事項について､変更を生じましたので､

次のとおり申請しますo

l 申請額

2 変更後の算定基礎

3 変更前の算定基礎

4 理由
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様式第7号 (第 5条関係)

政務調査費交付変更申請書 (交付対象議員用)

(あて先)さいたま市長

年 月 日

議員氏名 ◎

年 月 日付けで申請した事項について､変更を生じましたので､次

のとおり申請 します｡

1 申請額

2 変更後の算定基礎

3 変更前の算定基礎

4 理由
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様式第8号 (第5条関係)

政務調査費交付決定通知書

第 号

年 月 日

様

さいたま市長 因

年 月 目付けで申請のありました政務調査費の交付について､

次のとおり決定しましたので､通知します｡

1 交付決定額

2 交付の条件
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様式第9号 (第5条関係)

政務調査費交付変更決定通知書

第 号

年 月 日

様

さいたま市長 由

年 月 日付けで変更申請のありました政務調査費の交付につい

て､次のとおり変更することに決定しましたので､通知します｡

1 変更年月日

2 変更後の交付決定額

3 変更前の交付決定額
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様式第 10号 (第5条関係)

政務調査費交付請求書 (会派用)

年 月 日

(あて先)さいたま市長

会派の名称

代表者氏名 ⑳

年 月 日付けで政務調査費の交付決定の通知を受けましたので､

次のとお り請求します｡

1 交付請求額

2 基準 日における所属議員数

3 算定基礎

円 ( 年 月～ 年 月分)

人
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様式第11号 (第5条関係)

政務調査費交付請求書 (交付対象議員用)

(あて先)さいたま市長

年 月 日

議員氏名 ⑳

年 月 日付けで政務調査費の交付決定の通知を受けましたので､

次のとおり請求します｡

1 交付請求額

2 算定基礎

円 ( 年 月～ 年 月分)
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様式第 12号 (第5条関係)

政務調査費収支報告書 (会派用)

年 月 日

(あて先)さいたま市議会議長

会派の名称

代表者氏名 ⑳

年 月から 年 月までの期間に交付を受けた政務調査費

に係る収入及び支出を次のとおり報告します｡

1 収入の部

科目 収入金額 摘要

政務調査費

繰越金

預金利子

その他

合計

2 支出の部

科目 支出金額 摘要 .

調査研究費

人件費

会議研修費

資料購入費

広報 .広聴費

事務費

事務所費

合計

3 収入支出差引残額
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様式第13号 (第5条関係)

政務調査費収支報告書 (交付対象議員用)

(あて先)さいたま市議会議長

年 月 日

議員氏名 ⑳

年 月から 年 月までの期間に交付を受けた政務調査費

に係る収入及び支出を次のとおり報告します｡

1 収入の部

科 目 収入金額 摘要

政務調査費

繰越金

預金利子

その他

合計

2 支出の部

科目 支出金額 摘要

調査研究費

人件費

会議研修費

資料購入費

広報 .広聴費

事務費

事務所費

合計

3 収入支出差引残額
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様式第14号 (第5条関係)

政務調査費実績報告書 (会派用)

年 月 日

(あて先)さいたま市長

会派の名称

代表者氏名 ⑳

年度分の政務調査費に係る実績について､関係書類を添えて次のとお

り報告しますo

l 交付額

2 決算額
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様式第15号 (第5条関係)

政務調査費決算書

科 目 収入金額 摘要

政務調査費交付金 円

預金利子

その他

科 目 支出金額 摘要

調査研究費 円

人件費

会議研修費

資料購入費

広報 .広聴費

事務費

事務所費

合計 (B)

収入支出差引残額 (A-B)

残額の処分方法
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様式第 16号(第5条関係)

事業成果書

調査 .研究テーマ

目的
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様式第17号 (第5条関係)

政務調査費実績報告書 (交付対象議員用)

(あて先)さいたま市長

年 月 日

議員氏名 ⑳

年度分の政務調査費に係る実績について､関係書類を添えて次のとお

り報告します｡

1 交付額

2 決算額
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様式第 18号 (第5条関係)

政務調査費交付額確定通知書

第 号

年 月 日

様

さいたま市長 毎

年 月 目付けで実績報告のありました政務調査費については､

次のとおり確定しましたので､通知します｡

交付確定額
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